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１．重要通信の定義・分類

電気通信事業者は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生する
おそれがあるときは、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の
供給の確保又は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信を優先的に
取り扱わなければならない。公共の利益のため緊急に行うことを要するその
他の通信であって総務省令で定めるものについても、同様とする。

緊急通報⇒電気通信事業報告規則第７条に規定された緊急通報受理機関(警察・
消防・海上保安庁)への通報

優先電話⇒電気通信事業法施行規則第５５条、第５６条において指定された関
係機関等からの優先的に扱われる電話

重要通信の定義(電気通信事業法 第８条)

重要通信の分類



２．オペレーションセンター

・監視部門
東日本エリアのネットワーク設備監視、制御
(西日本エリアは西日本オペレーションセンターにて実施）

・ネットワークコントロール部門
全国のネットワーク状況監視、トラヒック制御

・技術部門
故障時の技術的サポート、新システム導入に伴う先行検証、試験



中継交換機

加入者交換機 加入者交換機

３．災害発生時にネットワークが受ける影響

被災地域他の地域

伝送路断

基地局

基地局

電源供給停止
輻輳

大規模災害時においては他地域から被災地に対してのお見舞呼によりＮＷが輻輳し、無線区間につ
いては被災エリアからの発信が増大し輻輳します。また基地局については伝送路断、長時間の停電
による電源供給断になるとサービス中断が発生します。



災害発生時の通信トラヒック（例：新潟県中越沖地震：７月１６日）

新潟県中越沖地震では地震発生直後により、被災地からの発信が通常時の約４２倍となりました。またパケット発信につ
いては通常時の約６倍となりました。

４．災害発生時の通信トラヒック(音声・パケット)
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※ パケット発信完了率は、

通常時を１００％とした値
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位置情報
通知ｻｰﾊﾞ

移動機

緊急通報受理機関
(警察・消防・海保)

位置情報
受信サーバ

「１８４」+(110番、119
番、118番) 以外は全
て発信者番号、位置
情報を通知する

測位の２回実施
・GPS搭載端末 ：１回目セル測位 ２回目GPS測位
・GPS非搭載端末：１回目セル測位 ２回目セル測位

ISDN網

ＩＰ－ＶＰＮ網

②音声通話 ③指令台に発信者番号表示

④発信者番号の強制取得

②位置情報発出 ③指令台に位置情報表示

④位置情報の強制取得

①緊急通報

５．重要通信確保のしくみ(緊急通報－１)

交換機基地局

□110番等の緊急通報時に音声通話に位置情報を連動して発出し、発信者番号と位置情報を緊急通報受理

機関（指令台）へ通知します。

□184を付加した通報者に対して、人の生命、身体等に差し迫った危険があると緊急通報受理機関が判断し
た場合、通話中および終話後20秒以内に限り、緊急通報受理機関指令台から発信者の発信者番号及び

位置情報を取得することができます。

NTT東・西交換機



一般通話

緊急通報
110・118・119

規制

交換機

アクセス系
通話回線

一般アクセス規制

緊急通報(110番・118番・119番)の優先接続機能

輻輳発生時において一般通話は発信規制対象とするが、緊急通報は発信規制対象外とす
ることで緊急通報を優先的に扱うことが可能となります。

輻輳発生時において一般通話は発信規制対象とするが、緊急通報は発信規制対象外とす
ることで緊急通報を優先的に扱うことが可能となります。

６．重要通信確保のしくみ(緊急通報－２)

疎通率大

疎通率小

緊急通報受理機関
(警察・消防・海保)

他通信事
業者設備
及び網

指令台



地震等の災害が発生した場合、通常の数十倍にも及ぶ通信量（トラヒック）が短時間に集中し、携帯電話が繋がり難

くなる「輻輳（ふくそう）状態」になります。

このような場合、災害に関わる重要通信を優先的に確保するため一般の通信（一般電話）の規制（ネットワークコント

ロール）を行いますが、「災害時優先電話」から発信された通話は規制の対象外とすることで、優先的に接続すること

が可能となります。

回線に余裕があり、正常に繋がる。 ネットワーク設備の処理能力を大きく上回る
通信の集中により、繋がり難い状態となる。

被災地域への安否確認、
お見舞い、問合せなど
の通話が急増します。

被災地域からも、安否情報などの通
話が行われる。

災害時の通信集中平常時 輻輳時

７．重要通信確保のしくみ(優先電話－１)



優先電話優先電話 携帯電話携帯電話

優先電話は規制を受けない⇒疎通率大

基地局基地局 加入者交換機加入者交換機 中継交換機中継交換機 中継交換機中継交換機 加入者交換機加入者交換機 基地局基地局

８．重要通信確保のしくみ(優先電話－２) 

一般電話は規制を受ける⇒疎通率小

災害発生
発信規制



９．ネットワークの信頼性確保(ルート分散)

伝送路はあらかじめ複数のルートを準備しています。それにより災害時で伝送路障害が発生した場合は、
他の経路により通信を確保します。

経路 ２

経路 １

経路 ３

経路 ４

A地域 B地域



１． 立地条件及び周囲環境への配慮

１．強固な地盤上にある
２．風災害を受けにくい環境にある
３．爆発や火災を恐れのある危険物のある施設に隣接していない

２．建築物選定

１．耐震構造を満足している。
２．建築基準法第２条に規程する対火建築物又は準対火建築物である
３．床加重に対して、所要の構造耐力を確保している

３． 防犯・防災設備の設置

１．建築物出入口でのIＣカードによる施錠管理機能の配備
２．通信装置の被害を最小とする防災ｼｽﾃﾑの構築 (不活性ガス消化設備）

１０．ネットワークの信頼性確保(通信用建物)



１１．ネットワークの信頼性確保(電源の確保と燃料の備え)

電源の確保
通信サービスの生命線である電力の供給については、すべての屋外標準基地局にはバックアップ
蓄電池を設置し､交換局にはバックアップ蓄電池に加え､非常用発電装置を設置して送電線の切断
や発電所の停止等による停電の事態に備えております。

燃料の備え
非常用発電装置の燃料は長時間の停電に備え、一定量の燃料を備蓄しており、安定した通信サー
ビスの提供に努めております。

受電設備

非常用発電設備
(交換局)

電源装置 通信設備

バックアップ蓄電池
(交換局・基地局)

バックアップ蓄電池(交換局)非常用発電装置

基本的な電源設備の構成

(基地局)

(交換局)

バックアップ蓄電池(基地局)



自家発電装置の故障や、バッテリーに蓄えられた電力をすべて消費してしまった場合に備え、全国に
60台の移動電源車を配備するほか、山間部が被災し、道路が寸断されるなどの理由で車が入ること
ができなくなった場合に備え、人力で持ち運ぶことができる発動発電機を全国に260台配備し、災害

時には即時に出動できるよう体制を整えています。

大型移動電源車移動電源車

１２．ネットワークの信頼性確保（移動電源車）



移動基地局車２

１３．ネットワークの信頼性確保（移動基地局車）

全国に基地局機能を搭載した移動基地局車を48台配備し、基地局が損傷を受けたり、

復旧活動により通信量が増大する地点には随時出動し、必要な通信の確保を行ってい
ます。

移動基地局車１



通
信
回
線 監視制御卓

(予備)

監視制御卓

【人工衛星局】
ＪＳＡＴ

伝送路中断の通信救済

一般ネット
ワーク網

通
信
回
線

災害発生

災害時における通信救済

衛星エントランス衛星エントランス
移動基地局車移動基地局車

衛星エントランス衛星エントランス
移動基地局車移動基地局車

衛星エントランス無線設備を搭載した移動基地局車を配備し<伝送路中断時及び災害時
の必要な通信の確保を行っています。

衛星エントランス衛星エントランス移動基地局車移動基地局車

１４．ネットワークの信頼性確保（衛星エントランス移動基地局車）

地球局１

地球局２



６３０台充電器
避難所

行政機関

貸出先 貸出状況

衛星携帯電話

８６台携帯電話

２１台

貸出端末

避難所への携帯電話貸出・充電ｻｰﾋﾞｽ

例：新潟県中越沖地震

被災地への支援活動として自治体及び避難所等へ携帯電話の無料貸出、充
電器の設置等を行っています。

１５．ネットワークの信頼性確保（携帯端末及び充電器の配備）



１６．ネットワークの信頼性確保（衛星携帯による災害時の対応）

衛星携帯どうしは
輻輳の影響を受けない！

衛星携帯 衛星携帯

被災地外 被災地

携帯

固定電話

携帯

固定電話

輻輳

【人工衛星局】
N-STAR

地上伝送路を確保できないエリアでも衛星携帯を利用し、すみやかに通信を確保します。



災害救助法適用地域への対応

＜対応内容＞

・利用停止解除

・催促業務の見合わせ

・支払い期限の延伸

＜ドコモショップ、ドコモスポットでの対応＞

・付属品の無償提供

・買い増し、機種変更時等の移動機購入代金の負担軽減

・故障修理代金の軽減処置

例：新潟県中越沖地震

ドコモでは災害救助法適用地域のお客様への料金負担軽減、ドコモショップ等での故障修
理代金の軽減処置を実施しています。

１７．ネットワークの信頼性確保（災害時のお客様対応）



音声通話とパケット通信のネットワークコントロールを分離して別々にコントロールすることで、両サービス
の通信状況に応じて柔軟にネットワークコントロールすることが可能となり、災害時などにこれまで以上にi
モード災害用伝言板サービスやメールなどをご利用いただきやすくなります。

１８．音声／パケット通信分離規制機能



交換機

規
制 優先＋緊急呼

＋一般＋公衆移動機

優先または緊急呼

アクセス系通話回線

一般通話

重要通信

交換機

規
制

重要通信優先レーン
入口の規制

状況に応じて可変

優先＋緊急呼
＋一般＋公衆移動機

優先または緊急呼

アクセス系通話回線

対策前対策前 対策後対策後

災害時等の輻輳時において重要通信(優先電話・緊急通報)のみを疎通させる専用レーン

により、更なる重要通信の確保が可能となります。

【機能概要】
・呼が輻輳した場合、一般通話の通話中の切断することなしで重要通信の疎通の確保が可能です。
・優先度のクラス分には対応していません。(現状の指定行政機関等をクラス分けするには、統一のルールが必要

と考えます) 
【重要通信確保の考え方】

・災害時等、必要に応じて地域毎の専用パス通過率の可変設定が可能であることから、重要通信の確保は十分に
可能であると考えます。

・新潟県中越地震の発生により重要通信確保の必要性がより高まり、重要通信確保の機能を早急に具備すべき
との判断から機能構築 を行いました。

・地域毎の重要通信専用パス通過率の可変設定が可能であります。

１９．重要通信専用パスレーン機能

一般通話

重要通信

（参考資料）



２０．ⅰモード災害用伝言板サービス－１

地震などの大きな災害が発生した時に、ｉモードを利用して安否確認を行えるサービスです。

【 利便性 】
・自分の携帯電話番号を意識する必要がない。
・登録内容をメールで送信可能（ファミ割メンバーと事前登録アドレス）

（ファミリー割引グループメンバーは事前登録の必要はありません。）
・登録お願いメール（被災地の未登録のお客様へ登録を促す）

被災地の
ｉモ－ド携帯電話

被災地と全国の
ｉモ－ド契約携帯電話

（家族・友人等）

①安否登録

インター
ネット

ｉ
モ
ー
ド

ｉ
モ
ー
ド
（（パ
ケ
ッ
ト
網

パ
ケ
ッ
ト
網
））

・
・
・

ｉﾓｰﾄﾞ災害用伝言板ｾﾝﾀｰ

サーバ

②安否確認

②安否確認

ﾊﾟｿｺﾝ／他社携帯等

他社

伝言板ｻｰﾊﾞｰ

※ドコモの伝言板を
参考にして作成

相互にリンク

を貼っている



メッセージの登録方法（ファミリー割引メンバー）

２１．ⅰモード災害用伝言板サービス－２

メッセージの確認方法



運用状況

２２．ⅰモード災害用伝言板サービス－３



メッセージ
強い揺れが推定される地域内
に一斉配信

メッセージの
配信処理を実施

地域Ｂ

〔地域例：石川県能登〕
七尾市、輪島市、珠洲市、
羽咋市、羽咋郡［志賀町、
宝達志水町］、鹿島郡［中
能登町］、鳳珠郡［穴水町、
能登町］

気象庁地震感知

（１）緊急地震速報の配信

（２）気象庁電文コードを携帯電話受信メッセージに変換

（３）緊急地震速報中の「強い揺れが推定される地域」（全国で約187ブロック）に応じた配信

（４）携帯電話への表示、専用警報音

専用警報音

エリアメール

緊急地震速報
●●●で地震
発生。強い揺
れに備えて下
さい（気象庁
）

通信の集中などの影響を受

けずに特定エリアの携帯電

話で一斉受信することが可

能です。

通信の集中などの影響を受

けずに特定エリアの携帯電

話で一斉受信することが可

能です。

２３．緊急速報「エリアメール」



ドコモでは、年に１回、全ドコモグループが参加して大規模災害に備えた総合防災訓練を実施しています。１９年度
については、埼玉スタジアム駐車場で実施しました。
また、支店などの主催により、地域の特性に合わせ防災訓練も行っており、災害の発生に備えています。さらに、ド
コモは指定公共機関として、国、地方自治体などと 合同による防災演習にも参加し、移動通信の担い手として復
旧作業の一翼を担っています。

２４．防災訓練

埼玉県警白バイ先導で移動電源車、移動基地局車が到着埼玉県警白バイ先導で移動電源車、移動基地局車が到着

移動電源車7台、移動基地局車7台が応急復旧支援移動電源車7台、移動基地局車7台が応急復旧支援

現地埼玉支店災害対策本部現地埼玉支店災害対策本部

ヘリコプターによる緊急物資の搬送ヘリコプターによる緊急物資の搬送



緊急通報位置通知の導入について

２５．重要通信の課題

緊急通報位置通知は、平成１９年４月１日から運用が開始されています。海上保安庁機
関はすべての管区の導入が完了しており、警察機関についてもほぼ数年内で導入完了が
予定されています。

重要通信確保の観点から消防機関におかれましても、更なる導入促進について検討を
お願いします。

現状、商品ラインアップとしてＧＰＳ対応機種の拡大を実施しています。普及率について

は、お客様の移動機買い替え周期の長期化やGPS搭載端末に対するお客様嗜好の状況
等のお客様に起因するところが大きいと考えます。

緊急通報位置通知のGPS端末普及率（2009年4月⇒ 50%2011年4月⇒90%）


